昭和前期の仏教界と連合組織 : 仏教連合会から大日本戦時宗教報国会まで by 大澤 広嗣
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和二一）年に「財団法人日本宗教連盟」 （略称「日宗連」 ）となり、政府の影響下から離れ体制を一新 た。二〇一 年に 日本宗教連盟 となった。現在、同連盟は 各宗教系統の連合組織が連盟の協賛団体となっている。教派神道連合会、公益財団法人全日本仏教会、日本キリスト教連合会、宗教法人神社本庁、公益財団法人新日本宗教 体連合会の五団体で、順位は 順に基づく。　
まとめると戦前の「財団法人仏教連合会」と現在の「公益財団法人全日本仏教会」は、法人格は連続してい





































































































































































































啓（日蓮宗宗務総監）である。その後の幹部を見ると、一九四二年には二代 長は酒井日慎（日蓮宗管長） 、副会長は安田力（真宗大谷派宗務顧問） 、総務局長は梅山英夫（真宗本願寺派） 、興亜局長は中村教信（元真言宗興亜部 ）が就任した。一九四四年八月からは三代会長は郁芳随円（浄土宗管長） 、副会長は倉持秀峰（真言宗 機顧問） 、総務局長は来馬琢道（曹洞宗） 、教化局 花月純誠 真宗本願寺派） 、興亜局長は上野興仁（真宗大谷派）であった。　
大日本仏教会の役員については、宗派の規模に応じて、人員を供出することになった。つまり教勢の大きい
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（宗教団体法の施行前）















































































































































































































































































































































































































































仏教局の体制は、倉持秀峰（局長） 。庶務部は来馬琢道（部長） 、原聖道（副部長） 、横山競禅（主事） 。教

































で、諮問機関はなく、任意に懇談会を開いて決定や要請が出されたが、法的拘束力がなく単なる目安であった。報国会の発足が遅れた理由として、宗教団体法の施行から数年余りで、法制度を定着すべく、国内 の体制整備の対応のため、後手に回っていたからである。更に言えば、政府内では 統一的な大東亜共栄圏の宗教政策の樹立が議論されていたが まず内地の宗教制度の整備を優先すべきことが主張されたのである。　
第三に、日本の対外膨張に従って、仏教界の連合組織は活動範囲を広げたのである。日中戦争までは中国方
面で活動してい が、太平洋戦争の勃発を前後して南方方面も対象となった。中国方面 日本と同じ 乗仏教で、南方方面ではタイ等は上座仏教でインドシナの一部は大乗仏教である。いわば南方 こ まで前例がなかった上座仏教に対応するため、効果的に文化工作を実施すべく、民衆層よりも指導者層を重視していたのである。　
これまで、仏教界の連合組織の沿革と役割を整理し きた。仏教 会から大日本戦時宗教報国会に至るま








1） 公益財団法人日本宗教連盟では、一九四六（昭和二一）年六月二日を連盟の設立日としている。なお日本宗教連盟編『日本宗教連盟小史─創立二十周年記念』 （日本宗教連盟、一九六六年） 、日本宗教連盟五〇周年実行委員会編『日本宗教連盟五十年のあゆみ』 （同、一九九六年）において、財団法人大日本戦時宗教報国会が、一九四三（昭和一八）年に設立したと一部で間違った記述が見られる。
（
2） 大日本宗教報国会は、一九四一（昭和一六）年六月一 日に、 政翼賛会、文部省の後援、神道教派連合会、大日本仏教会、日本基督教連盟の賛助により、東京小石川の伝通会館（浄土宗伝通院）にて、第一回宗教報国全国大会を開催。大会の協議会では、内閣直属の宗教特別官衙の設立、大政翼賛会で宗教を担当する部門の設置を決議した。 「全国から宗教戦士／職域奉公の誠を誓ふ／宗教報国全国大会気勢揚る／宗教特別官衙設置当局に陳情」 （ 『中外日報』第一二五四四号、中外日報社、一九四一年六月一七日） 、二面。
（
3） 懸賞論文集である宗教団体戦時中央委員会編『大東亜建設と宗教』 （東京開成館、 九四三年）に 「文部省及ビ諸官庁並ニ神道教派、仏教宗派 基督教教団相互ノ連絡ヲ図ルヲ目的トシ文部省支持ノ下ニ各教宗派教団ノ戦時事務局長ヲ以テ之ヲ組織シタル事業団体ニシテ組織以来宗 団体戦時活動ノ中心的存在トシテ活動中」 奥付）とある。同会代表者は 浄土宗執綱（現在は宗務総長）の里見達雄。
（
4） 教育審議会の答申「教育行政及財政ニ関スル件」 （昭和一六年一〇月一三日教育審議会総裁から内閣総理大臣宛て）では、「行政ニ関スル事項」の「一、中央教育行政機構」として、 「八
　
宗教ニ関スル行政ノ運営ヲ完カラシムル為諮問機関ヲ設





































（） 無署名記事「各宗連合の敬悼打合」 （ 『中外日報』第三七八九号、一九一二年八月六日）に 、 「三教会合の際作られし仏教各宗派懇話会にては、今回の御大喪に就き各宗連合にて敬悼の意を表する為め諸般の事項を議すべく第一回の打合準備 を去二日芝区西大久保天徳寺に開 せし」 三面）とある。
（
10） 仏教界の有志により、第一次宗 法案に反対すべく、仏教徒国民同盟会（後に大日本仏教徒同盟会） 、公認教期成同盟会、仏教倶楽部、自由主義仏教徒同盟会等が活動した。なお大正初年、曹洞宗僧侶の久内 賢が代表を務める大日本仏教会が活動していたが、本論で述べる同名組織と 別である。久内により、大日本仏教会編『明治天皇御聖徳』 （一喝社、一九一二年） 、同会編纂局編『印度宗教実見 』 （同、一九一五年）が発行された。
（
11） 財団法人全日本仏教会内〝全仏二十年の歩み〟記念誌 纂委員会編『全仏二〇年の歩み』 （同会、一九七三年） は 「 全仏」の前身が発祥した発足当初の資料が乏しいため 必ずしも正確な発展史を握んだものとは言えないのは遺憾であるが、明治三三年頃に仏教懇話会として誕生した古い歴史を持っているこ だけは間違いない」 （八頁）とある。
 
大日本仏教会時代の一九四二（昭和一七）年一〇月一一日に、東京芝の浄土宗増上寺境内にあった事務所が火災で焼失した。財団法人大日本仏教 「事務所全焼に付き謹告」 （ 『中外日報』第一二九四六号 一九四二年一〇月一六日 四面）を参照
（
12） 一九二二（大正一一）年に、外 省は 翌年度からローマ教皇庁と 外交使節の交換を計画した。 連合会は ローマ皇は国家元首ではなく宗教団体の指導者であると て、使節交換 反対 た そ 後、一九二九年にイタリアとローマ教皇庁との間でラテラノ条約が締結され、バチカン市国が独立した主権国家 して承認された。日本とバチカン市国は一九四二年に外交関係を樹立したが、敗戦後 途絶を経て 一九五二 再開した。
（












委員会が答申書」 （ 『全仏』第一六八号、全日本仏教会、一九七一年） 、四─五頁。
（
1（） 前掲書、 「 （財団法人大日本仏教会）財団法人設立の件」 ）に含まれる「財団法人仏教連合会寄附行為」 。
（




















23） 財団法人大日本仏教会は、宗教団体法に基づき認可された全て 宗派が所属することが原則であった。現在の公益財団法人全日本仏教会は、団体が自主的 加盟することが前提である。そのため臨済宗国泰寺派や日蓮正宗など、大日本仏教会では加入していたが、現在の全日本仏教会に入っていない宗派もある。
（




































 第三三号二／二」 （防衛省防衛研究所） 。
 
なお各仏教宗派が、大日本仏教会を経由して、文部省と大東亜 （ ）に提出した書類の控えが、大日本仏教会旧蔵資料（ 〈分類番号〉大─二─四一「支那渡航承認願控」 ）にある。
（









30） 参照した大日本仏教会旧蔵資料は、 「興亜事務ニ関スル件」 （大日本仏教会編『昭和十七 度財団法人 事務報告』大日本仏教会、発行年無記、三─六頁。 〈分類番号〉大─三─七一「大日本仏教会書類」に含む） 、 「昭和十八年度財団法人大日本仏教会興亜局事業報告書」 （ 〈分類番号〉大─四─八三「予算・決算関係書類・実行事業案（第三十九回） 」に含む） 。また「昭和十九年度大日本仏教会仏教会興亜局事業計画書」 （ 〈分類番号〉大─四─八三「予算・決算関係書類・実行事業案（第三十九回） 」に含む）も参照した。
（
31） 大日本仏教会編『南方宗教事情とその諸問題』 （東京開成館、一九四二 ）に所載されたのは、阿原謙蔵（文部省宗教局長） 「開講の挨拶」 、伊東延吉（国民精神文化研究所長） 「 亜戦の意義」 、板沢武雄 東京帝国 学教授） 「南方圏文化問題総論」 、山本快竜（東京帝国大学講師） 「泰国及び仏印の仏教事情」 、長井真琴 学博士） 「ビルマの仏教事情」 、木村日紀（立正大学教授 印度の仏教と印度教との関係及びその現状」 、斎藤惣一（日本基督教青年会同盟総主事 「南方地域に於ける基督教事情」 、 久保幸次（回教圏研究所長） 南方回教圏 特質 宇野円空 東京帝国大学教授、文学博士 の民族的宗教 。
（
32） 「昭和十八年度興亜局事業費予算案」 、大日本仏教会旧蔵資料（ 〈分類番号〉大─二─五〇「大日本仏教会書類」に含む） 。
（















35） 無署名記事「宗教教化方策委員会の答申並に「戦時宗教 化活動強化方策要綱」に就いて」 （日本諸学振興委員会編『日本諸学』第五号、印刷局、一九四四年） 、二四四─二五一頁。
（
3（） 吉田孝一「戦時宗 教化活動強化方策要綱について」 （ 『文部時報』第八二〇号、帝国地方行政学会、一九四四年） 、六頁。
（
3（） 大東亜会舘は、現在 東京 舘（東京都千代田区丸の内）である 一九四〇（昭和一五）年一〇月から一九四二年七月までは大政翼賛 の庁舎として徴用された。一九四二（昭和一七 年五月には情 局の指導により「大東亜会舘」と改称され、政府や軍部、各統制会の会合などに頻繁に利用された。東京会舘編『東京会舘いまむかし』 （東京会舘、一九八七年）を参照。
（
3（） 「大日本戦時宗教報国会寄附行為」 、前掲、大日本仏教会旧蔵資料（ 〈分類番号〉大─二─四五） 。
（




40） 前掲書、 「大日本戦時宗教報国会寄附行為」 。
（
41） 書類「大日本戦時宗教報国会役員（昭和十九年十月二十 現在） 」 。前掲、大日本仏 会旧蔵資料（ 〈分類番号〉大─二─四五） 。
（
42） 「大規模に活動を展開する海外 情報委員 」 （ 『中外日報』第一三七二七号、 四五年八月一一日） 、二面。
（
43） 小松雄道「大日本戦時宗教報国会への要望」 （ 『宗教公論』第 三巻第一一・一二号、宗教問題研究所、一九四四年） 一三頁。
（
44） 書類「大日本戦時宗教報国会事務局規程」 前掲、大日本仏 会旧蔵資料（ 〈分類番号〉大─二─四五） 。
（
45） 書類「大日本戦時宗教報国会事務局職員」 、前掲、大日本仏 会旧蔵資料 〈分類番号〉大─二─四 ）
（
4（） 書類「大日本戦時宗教報国会昭和十九年度予算案」 、前掲、大日本仏 会旧蔵資料（ 〈分類番号〉大─二─四五） 。
（
4（） 財団法人日本宗教会寄附行為（昭和二一年二月九日文 大臣変更認可）の第一五条第一項に「理事ハ文部省其ノ他ノ関係官庁官吏、教派、宗派及教団ノ事務主任者並ニ学識経験アル者ノ中ヨリ会長之ヲ委嘱ス」とある。
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